
保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ６年度 ５年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

1 地域精神保健福祉連絡協議会 725 726 △ 1 ○

国庫支出金

362 289 73

2 公衆浴場補助 35,362 32,972 2,390

(1) 浴場需要対策費補助

(2) 施設整備費等補助

(3) 公衆浴場承継支援補助

(4) クリーンエネルギー燃料費補助 レ

(5) 経営支援専門家派遣

(6) 事業承継支援専門家派遣

3 災害時の医療救護活動 17,732 13,334 4,398 ○

都支出金

555 328 227

(1) 災害医療運営連絡会等経費

(2) 医療資材更新委託

(3) 災害時支援計画の作成及びモニタリング

4 休日診療費 95,042 73,364 21,678

(1) 内科、小児科等

(2) 歯科

(3) 薬局

5 地域医療連携 9,442 10,016 △ 574

都支出金

1,904 1,884 20

(1) 協議会関係経費 ○

(2) 部会関係経費

(3) 小児初期救急平日夜間診療事業

6 骨髄移植ドナー支援 508 420 88 ○

都支出金

210 210 0

57,610千円

20,310千円

17,122千円

8,371千円

骨髄移植等の一層の推進と骨髄ドナー希望登録者
の増加を図るため、入院又は通院期間中の休業補償
として、骨髄移植ドナー及びドナーが勤務する事業者
に対し、補助する。

848千円

16,469千円

415千円

説              明

区内公衆浴場の運営を支援することで、区民の公
衆浴場を利用する機会の確保を図る。

また、公衆浴場改修・改築費用やクリーンエネル
ギー燃料費等の補助及び専門家派遣の実施など、浴
場経営を次世代へ承継することに対する総合的な支
援を行うとともに、ガス料金の高騰分を補助する。

13,342千円

12,348千円

1,270千円

7,946千円

126千円

330千円

災害発生時に各避難所に設置される医療救護所等
において、迅速かつ円滑な医療救護活動を行うことが
できるよう、備蓄医薬品や医療資器材を適正に配備
するとともに、医療救護体制を整備する。

区の地域精神保健福祉施策を総合的に推進するた
め、保健医療・福祉の関係機関との連携を図る協議
会等の運営を行う。

地区医師会、区内大学病院等による協議会を開催
し、地域医療の連携強化を図る。

また、協議会に分野別の検討部会を設置し、課題の
整理・検討を行う。

さらに、地域における小児医療体制の充実を図るた
め、平日準夜間の救急診療事業を実施する。

867千円

日曜日及び国民の祝日等において、休日診療体制
を整備する。

204千円
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ６年度 ５年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説              明

7 ネズミ・衛生害虫駆除対策 14,706 9,482 5,224

都支出金

4,509 1,906 2,603

(1) 屋外のネズミ対策関係経費 新

(2) その他ネズミ・衛生害虫駆除対策関係経費

8 受動喫煙防止対策 367 184 183 ○

都支出金

172 67 105

9 健康の保持・増進 51,695 50,001 1,694

国庫支出金

15 23 △ 8

都支出金

790 678 112

その他 (1) 熱中症対策事業

14,601 14,431 170 (2) 健康相談

計 (3) 健康づくり事業 ○

15,406 15,132 274 (4) 骨粗しょう症健康診査事業

10 歯科保健 54,197 55,770 △ 1,573

都支出金

3,697 3,938 △ 241

その他

5,670 1,991 3,679 (1) 歯科保健教育

計 (2) 歯科保健相談

9,367 5,929 3,438 (3) 在宅療養者等歯科訪問健診・予防相談指導

○

(4) 歯周疾患検診

11 うつ病・自殺対策 7,564 13,397 △ 5,833 ○

都支出金

4,935 6,709 △ 1,774

(1) インターネットゲートキーパー事業

(2) その他自殺対策経費

33,658千円

文京区自殺対策計画に基づき、自殺死亡率の減少
傾向を維持するため、区民一人ひとりが自殺対策を
正しく理解するための周知・啓発活動や人材の育成
等自殺対策の基盤となる活動に取り組むとともに、悩
みを抱える人を早期に発見し、適切な支援につなぐ
ための連携体制を構築する。

また、ICTを活用した自殺対策として、インターネット
ゲートキーパー事業を実施する。

5,940千円

1,624千円

219千円

1,685千円

乳幼児から高齢者までの各年齢層に応じた歯科保
健事業を実施し、区民の歯科保健に対する意識を高
めるとともに、在宅歯科診療を推進するため、歯科医
師会に対し、在宅歯科診療用ポータブルユニットの購
入費用を一部助成する。

9,792千円

望まない受動喫煙を生じさせない環境を整備するた
め、区民及び施設の管理権原者等に対し、受動喫煙
防止対策の普及・啓発の推進を図る。

熱中症による健康被害防止を図るため、クールシェ
アスポットを開設し、その周知を行う。

また、区民の健康相談を行い、必要に応じて、Ｘ線
検査、血圧測定、尿検査、骨密度測定等を実施し、
健康診断書を発行する。

さらに、運動指導等を通して、区民の健康の保持・
増進を図るため、健康検査、自主トレーニング事業、
健康づくり運動教室等を実施する。

6,793千円

42,998千円

48千円

10,699千円

感染症の病原体を媒介するおそれのある動物や衛
生害虫の対策を行う。

また、屋外のネズミ対策として、湯島三丁目の一部
の地域において、ネズミの生息調査・防除作業、夜間
ごみ状況巡回点検及びネズミ忌避剤等の配布を行
う。

5,052千円

9,654千円
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ６年度 ５年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説              明

12 感染症対策 61,868 1,091,039 △ 1,029,171 〇

国庫支出金

18,534 322,796 △ 304,262

都支出金

347 217,587 △ 217,240

その他

1 1 0

計

18,882 540,384 △ 521,502 (1) 感染症予防・医療対策費

(2) 感染症診査協議会

(3) エイズ・性感染症対策

(4) 感染症危機管理対策

(5) 感染症発生時積極的疫学調査

(6) 結核定期病状調査

13 予防接種 1,242,819 1,070,994 171,825 ○

国庫支出金

7,558 6,036 1,522

都支出金

50,753 19,004 31,749 (1) 定期予防接種

その他 　ア 予防接種費

64,410 81,192 △ 16,782 　イ 里帰り先での接種費助成等

計 　ウ その他定期予防接種関係経費

122,721 106,232 16,489 (2) 任意予防接種

　ア 予防接種費

　イ おたふくかぜワクチン助成 レ 10

　ウ HPVワクチン男性接種補助事業 新 追2

　エ 骨髄移植など特別の理由による任意予防接種

　オ その他任意予防接種関係経費

(3) 予防接種健康被害関係経費

(4) 予防接種管理システム

14 結核患者医療費公費負担等 3,733 4,127 △ 394 ○

国庫支出金

2,532 2,790 △ 258 (1) 結核通院

(2) 結核入院医療

15 健康教育 2,919 2,859 60 ○

都支出金

613 613 0

16 健康診査・保健指導 113,472 112,272 1,200 ○

都支出金

5,544 5,825 △ 281

予防接種の接種勧奨及び接種費用の助成を行い、
感染症予防を図る。

また、おたふくかぜワクチンについて、接種費用助
成回数を2回に拡充するとともに、新たに小学6年生か
ら高校1年生相当の男子を対象としたHPVワクチンの
接種費用を助成する。

1,060,712千円

1,001,201千円

14,588千円

44,923千円

162,001千円

132,098千円

345千円

2,689千円

2,429千円

887千円

2,846千円

17,677千円

健康の保持・増進と疾病予防を目的とした健康教室
を開催する。

また、たばこ関連疾病の予防を図るため、一般健康
相談等で禁煙指導を行う。

国民健康保険被保険者等に対し、生活習慣病に着
目した特定健診を区内指定医療機関で実施する。そ
の際、区独自の検査項目を追加する。

また、生活保護受給者や保険者が実施する特定健
診を受けられない者に対し、特定健診に準じた健診
を行う。

10,929千円

15,940千円

結核により通院又は入院した患者の医療費を公費
負担する。

3,280千円

1,039千円

488千円

感染症発生時において迅速に積極的疫学調査を
実施し、原因究明と蔓延防止を図るとともに、感染症
の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律に基づき、患者の移送及び入院中の医療費の公
費負担を行う。

また、感染症発生状況等の情報や感染症について
の正しい知識や適切な予防対策について、周知・啓
発を行う。

さらに、感染症危機に備えるため、関係機関との連
携強化を図るとともに、感染症有事を想定した訓練・
研修等を実施する。

5,453千円

48,169千円

3,439千円
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ６年度 ５年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説              明

17 ヘルスリテラシー向上事業 990 1,041 △ 51

都支出金

471 375 96

(1) 喫煙・受動喫煙による健康被害防止の普及啓発

　　及び禁煙支援 ○

(2) その他ヘルスリテラシー向上関係経費

18 各種がん検診 723,548 749,650 △ 26,102 ○

国庫支出金

10,866 8,822 2,044

都支出金 (1) 乳がん検診

2,221 2,221 0 (2) 子宮がん検診

計 (3) 胃がん検診

13,087 11,043 2,044 (4) 大腸がん検診

(5) 肺がん検診

(6) 女性特有のがん検診

(7) がん検診精度向上事業 レ

(8) がん検診システム

19 がん対策関係経費 25,903 6,591 19,312 レ 〇

都支出金

12,732 40 12,692

20 食育普及 3,636 3,417 219 ○

都支出金

1,818 1,706 112

21 不妊治療に係る支援 20,071 30,790 △ 10,719 ○

都支出金

4,431 － 皆増

(1) 妊活相談事業 新 2

(2) 不妊治療費等助成事業 15,640千円

子どもを持つことを希望する方の、妊活・不妊に関
する正しい情報提供及び不安や悩みに寄り添うため
に、不妊症看護認定看護師や臨床心理士等の専門
職によるオンライン等での個別相談事業等を実施す
る。

また、不妊治療（先進医療）や男性不妊検査の費用
の一部を助成する。

さらに、特定不妊治療の費用の一部を助成するとと
もに、特定不妊治療の治療費の融資あっせん及び利
子の一部を助成する。

4,431千円

7,846千円

　がん予防に関する知識の普及・啓発を行う。
また、がん患者の心理的及び経済的負担の軽減を

図ることを目的としたウィッグ購入等費用の一部助成
について、助成上限額を3万円から10万円に増額す
る。

区民が食に関する理解を深め、健康増進を図ること
を目的として、食育イベントや講習会等を実施するとと
もに、食環境の整備を行う。

139,857千円

246,441千円

64,042千円

131,501千円

6,487千円

40,624千円

がんの早期発見・早期治療を図るため、各種がん検
診を実施する。

また、がん検診の対象者に対して検診案内はがきを
送付し、区民のがん検診に対する意識の向上を図
る。

86,750千円

喫煙による健康被害を防止するため、あらゆる世代
に向けて健康への影響について啓発を行うとともに、
区民の禁煙治療に要する費用の一部を助成すること
で、生活習慣病予防対策等を推進する。

また、健やかな生活習慣を形成するため、女性の健
康や喫煙・飲酒等に関する正しい健康知識の啓発を
行う。

250千円

740千円
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ６年度 ５年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説              明

22 妊娠・出産支援事業 43,571 41,671 1,900 ○

国庫支出金

11,303 9,640 1,663

都支出金

27,237 27,214 23

その他

1,433 1,224 209

計

39,973 38,078 1,895

23 母親・両親学級 16,422 8,386 8,036 レ ○

24 乳児家庭全戸訪問事業 9,650 9,455 195 ○

国庫支出金

2,689 2,882 △ 193

都支出金

2,689 2,882 △ 193

計

5,378 5,764 △ 386

25 産前・産後サポート等事業 125,983 41,079 84,904 レ 〇

国庫支出金

1,888 2,045 △ 157

都支出金

122,755 37,458 85,297

計

124,643 39,503 85,140

26 産後ケア事業 52,713 22,014 30,699 レ 〇

国庫支出金

26,357 11,007 15,350

都支出金

26,356 11,007 15,349

計

52,713 22,014 30,699

27 乳幼児家庭支援保健事業 4,839 4,317 522 ○

都支出金

505 505 0

乳幼児健診時に虐待予防スクリーニングを行い、子
育て困難家庭や虐待の危険性のある親子を早期に
発見し、適切な支援を行う。

ぶんきょうハッピーベイビー応援事業として、啓発冊
子の作成・配布や大学祭等におけるブースの出展、
講演会などを行い、妊娠・出産に向けた健康維持や
正しい知識の啓発を推進する。

また、安心して出産・育児ができるよう支援するた
め、母子保健コーディネーターによる妊婦面接及び
育児パッケージの配付を行う。

妊婦及びその家族を対象に、妊娠中の生活や子育
てについての学習や交流の場を設けることを目的とし
て、講義や実習を実施する。

また、両親学級について、開催日数を増やすととも
に、平日開催分については、対象者を全ての妊婦と
そのパートナーに拡充する。

生後４か月以内の乳児のいる全ての家庭を訪問し、
妊娠・出産に伴う母子の健康管理を行うとともに、子
育て相談や子育て支援に関する情報提供を行う。

また、継続支援が必要な家庭には適切な支援を行
う。

ホルモンバランスの変化や慣れない育児への不安・
疲れなどにより、精神的に不安定になりがちな産婦を
支援するため、助産師による訪問相談、宿泊型ショー
トステイ事業等を実施する。

また、新たにデイサービス型サロン事業（個別指導）
を実施する。

さらに、宿泊型ショートステイ事業及びデイサービス
型サロン（個別指導）について、サービス利用料の減
額を行う。

産前・産後を通じ、健康や子育て等に関する相談に
母子保健コーディネーターが対応するほか、育児グ
ループやサタデーパパママタイム等を実施すること
で、継続した支援を行う。

また、バースデーサポート事業として実施している家
事・育児パッケージの金額を増額する。
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ６年度 ５年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説              明

28 乳幼児健康診査 86,624 80,789 5,835

国庫支出金

1,123 － 皆増 (1) 4か月児健康診査 〇

(2) 6・9か月児健康診査 〇

(3) 1歳6か月児健康診査 〇

(4) 3歳児健康診査 〇

(5) 新生児聴覚検査

(6) 乳幼児発達健康診査

29 自立支援給付 972,875 1,026,356 △ 53,481

国庫支出金

　 441,434 472,358 △ 30,924

都支出金

234,515 247,720 △ 13,205

その他 (1) 障害福祉サービス費 ○

756 841 △ 85 (2) 障害児通所支援等事業費

計 (3) 自立支援医療

676,705 720,919 △ 44,214

30 地域生活支援事業 124,950 125,687 △ 737 ○

国庫支出金

11,835 9,009 2,826

都支出金

28,483 27,070 1,413

計

40,318 36,079 4,239

31 障害者日中活動系サービス 32,190 31,609 581 ○

推進事業

都支出金

32,190 31,609 581

32 精神障害者グループホーム 2,065 2,767 △ 702 ○

開設費等助成

都支出金

780 1,005 △ 225

33 退院後支援事業 1,741 2,297 △ 556 ○

国庫支出金

870 1,148 △ 278

34 精神障害者（児）福祉タクシー 4,476 － 皆増 新

・自動車燃料費助成

35 難病対策地域協議会 125 － 皆増 新

21,371千円

4,970千円

1,341千円

新生児及び乳幼児を対象に、健康診査・歯科健診
等を行い、疾病の早期発見に努めるとともに、育児に
必要な保健指導を行う。

精神障害者保健福祉手帳1級の方に対し、福祉タク
シー券を交付し、又は自動車の燃料費を助成する。

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく
難病対策地域協議会を設置する。

障害福祉サービス利用者の福祉の向上を図るた
め、就労移行支援、就労継続支援等を実施する事業
所の運営等を支援する。

精神障害者が利用する施設の整備等を推進するた
め、精神障害者グループホームを対象に開設に要す
る費用及び防災訓練事業等に係る経費を助成する。

また、精神障害者が利用する施設が、防犯設備を
整備した際の経費を助成する。

入院中の精神障害者が、退院後に地域で自分らし
く生活ができるようにするため、社会復帰の促進を支
援する計画等を作成し、関係機関が連携して、適切
な支援を行う。

569,061千円

403,369千円

445千円

精神障害者の社会復帰と自立を図るため、地域活
動支援センターの運営支援、移動支援事業及び日常
生活用具給付事業等を実施する。

障害者総合支援法に基づき、精神障害者に対して
障害福祉サービスの給付を行うとともに、身体に障害
のある児童に対し、指定医療機関において生活能力
を高めるために必要な医療の給付を行う。

また、児童福祉法に基づき、児童発達支援事業や
放課後等デイサービス事業などの障害児通所支援等
事業を実施する。

12,529千円

24,607千円

21,806千円
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